
専修学校の質の保証・向上に関する調査研究協力者会議

日本電子専門学校 質保証への取組み
平成30年4月26日（木）文部科学省生涯学習局会議室

＜本日の内容＞

Ⅰ．日本電子専門学校の紹介

Ⅱ．職業実践専門課程 内部質保証

（情報システム開発科の事例）

Ⅲ．第三者評価への取組み

日本電子専門学校

校長 古賀 稔邦

資料７
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• 所在地 東京都新宿区
本館～１２号館
（約５０教室 約５０実習室）
コンピュータ 約2000台保有

• 設置学科
昼間部：２１学科 夜間部：４学科

• 教職員数
専任教員 約90名
非常勤講師 約100名
職員 約60名

http://www.jec.ac.jp

建学の精神

「電子技術を核とした創造性豊かな

技術者の育成を通して世界に貢献する」1951年創立

Ⅰ．日本電子専門学校の紹介



組織図・設置学科
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教務部

教育部

キャリアセンター

教育課程編成委員会
学科毎に教育課程
編成委員会を組織

ゲーム制作科
ゲーム制作研究科
ゲーム企画科
コンピュータグラフィックス科
コンピュータグラフィックス研究科
CG映像制作科
アニメーション科
アニメーション研究科
Webデザイン科
グラフィックデザイン科
情報ビジネスライセンス科
情報処理科（昼夜）
情報システム開発科
高度情報処理科
ケータイ・アプリケーション科
ネットワークセキュリティ科（昼夜）
AIシステム科
電気工学科（昼夜）
高度電気工学科
電気工事技術科
電気工事士科（夜）
電子応用工学科広報部

財務経理部

総務部

：

学校関係者評価委員会

職業実践専門課程18学科認定



＜最近の話題➀＞

平成２８年度文部科学省質保証関連委託事業成果物

4
株式会社三菱総合研究所 科学・安全事業本部産業イノベーション戦略グループ制作



＜最近の話題②＞

平成29年度文部科学省制作
『未来につながる専門学校』先輩たち

5本校 情報処理科卒業 野島洋平君
http://www.mext.go.jp/a_menu/shougai/senshuu/1402385.htm



Ⅱ．職業実践専門課程 内部質保証
（情報システム開発科の事例）

ETロボコン東京地区大会競技部門優勝（平成29年9月）
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内部質保証
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教育課程の編成

・教育課程編成委員会（9月3月）

・学科検討
・学校の承認

教員の研修

・職業実務卓越性研修
・教育的研修

教育の質の保証

・自己点検評価

・学校関係者評価（6月11月）

・情報公開

教育の実施

・専門知識・技術
・企業連携科目
・卒業制作・研究

教
育
実
施
状
況
の
報
告

結
果
の
反
映



事例紹介 情報システム開発科

■目的 情報システム開発企業と連携し、業界のニーズや最新の技術動向、

プロジェクトマネジメントなどを学ばせることにより、実務に即したシステム開

発の実装技術と全工程を管理する能力を持ったエンジニアの育成をする。

■分野：工業、課程名：工業専門課程

■就業年限：２年、総授業時数：1770、講義：960、実習：810

■就職状況：主な就職先、業界等

NTTデータ・アイ、セゾン情報システムズ、JR東日本情報システム、

TEPCOシステムズ 等システム開発業界、IT業界

■卒業者に占める就職者の割合 100 ％

■主な資格・検定等

応用情報技術者、基本情報技術者、UML技術者資格、

オラクル認定Javaプログラマ、オラクルマスター

■中退率：6.1％
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出典 職業実践専門課程 情報提供（様式４）より抜粋



情報システム開発科 企業連携科目

■科目名：卒業制作

■基本方針

システム開発の全工程を管理できるシステムエンジニアを育成するため、情報シス
テム開発企業と連携し、Java言語を使ったプログラミング手法や、チーム開発のマネ
ジメントに関わる指導を受け、最新の技術を身に付けることを基本方針とする。

■科目概要

現場でプロジェクトマネジメント業務に携わっているエンジニアより、スケジュール
の立案についてのポイント、チームマネジメントに必要な技能、知識の指導を行う。ま
た、作成したシステム・スケジュール・設計書についてレビューを通して指導を行い、
最後は作品評価を行う。

■連携企業

NECネクサソリューションズ株式会社

9
出典 職業実践専門課程 情報提供（様式４）より抜粋



情報システム開発科平成26年度第2回「教育課程編成委員会」

■日 時 平成27年3月5日 14：00～16：00

■学外委員

成井弦 LPI-Japan

板見谷剛史 CompTIA

山本直樹 株式会社ヴァル研究所

松島太 株式会社TSOne

■学内委員

古賀稔邦 校長

杉浦敦司 教育部 部長

佐々木卓美 教務部 部長

船山世界 キャリアセンター センター長

大川晃一 情報システム開発科 科長
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■議題 履修言語について

現状の学科カリキュラムでは、2年間で履修する言語を以下のように設定している。

言語は実装方法の1つであり、2年間の限られた時間で、あまり多くの言語を履修
すべきでないといった意見もある。現在の言語それぞれに目的を設定しているため、
単純に絞ることはできない。

上記の表から全体像を見渡して、履修すべき言語のご意見を頂きたい。
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言語名 期間 目的・概要

C言語 半年
初学者向け基礎アルゴリズム習得のため。基本情報技術者のアルゴリ
ズム問題の対策も兼ねている。

COBOL 半年
基本情報技術者の資格指導のため。基本情報の午後問題はCOBOLを
選択。

VisualBasic 1年 イベントドリブン型言語の履修のため。（プログラミングの楽しさ）

JavaScript 半年
レスポンシブなWebシステムの構築のため。卒業制作で実装するシス
テムのフロント部分を実装させる。

PHP 1年 Webシステム実装のため。卒業制作の実装言語（Bグループ）

Java 1年半 Webシステム実装のため。卒業制作の実装言語（Aグループ）



■議題に関する学外委員からの意見

・現在の開発現場で最も多く使用されている言語は、Javaであろう。

・C言語は、プログラミングを学習する上で基本となる言語である。

・プログラム未経験者の新入社員向けのカリキュラムを作成して行っている。

その際に使うのはRubyである。専門学校の卒業制作のような内容で、企画か

らシステムの完成までやらせる。

・実際のシステム開発業務で、VisualBasicやRubyはあまり使われていない。

・大規模な案件だとやはりJavaだろう。

・COBOLもまだニーズはある。

・新しい設計手法であるアジャイル開発の考え方は、学生時代に触れておくとよい。

■教育課程編成委員会でのご意見を学科へ持ち帰り検討した結果

・開発企業からのVisualBasicに対するニーズは低いため教育課程から外し、

履修する言語数を減らし、Javaの内容をより深く設定するとともに、最新の設計手

法や技術動向について履修する時間を設ける。

・平成28年度からの教育課程に反映する。
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情報システム開発科平成26年度「教員の研修」

職業実務卓越性研修

１．Struts２によるWebアプリケーション開発

２．エンタープライズJavaScript

（プロトタイプ、関数オブジェクト、ｊQueryの利用）

３．ネットワークスペシャリスト対策

教育的研修

１．魅力ある教員について（グループワーク）

２．失敗しない学校苦情・クレームに対する心得

３．ファシリテーション研修

４．学生用LIFOライセンス研修
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平成28年度「教育の実施」

教育課程の改訂
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No. 平成28年度 時間 平成26年度 時間

１ CSS＆JavaScript 60 CSS＆JavaScript 30

２ Java基礎 150 Java基礎 120

３ Java応用 60 Java応用 90

４ サーバサイドJava 90 サーバサイドプログラミング 90

５ オブジェクト指向設計 60 オブジェクト指向設計 30

６ セキュリティ 30

７ 資格対策言語講座Ⅱ 30

８ 先端IT技術 60

９ 情報数学 30

10 Windowsアプロケーション 60

11 システム開発概論 30

12 データベースプログラミング 60

計 540 計 540

教育課程編成委員会での意見をもとに学科にて検討した。
26年度までVisualBasicで行って「Windowsアプリケーション」「データベースプログラミング」を廃止、
28年度では、「Java基礎」「サーバサイドJava」「オブジェクト指向設計」「資格対策言語講座Ⅱ」など
Java系科目を充実、合わせて「セキュリティ」「先端IT技術」などの先進的科目を設定した。
この教育課程を学校が承認し、28年度実施した。



平成27年度第1回「学校関係者評価」

日 時：平成27年7月７日13：00～17：00

委員構成：企業：9名、業界団体：5名、卒業生：２名、

保護者：2名、地域住民：１名、高校教員：３名

日本語学校教員：1名、在校生：３名 計：26名

実施内容

全体会：平成26年度自己評価の学校からの報告

自己評価項目毎の委員の評価

平成26年度の学校運営全般に対する意見

分科会：平成26年度学科状況の報告

学科担当委員からの意見
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平成27年度第１回「学校関係者評価」分科会
情報システム開発科

■出席者

学校関係者評価委員

乘浜 誠二 株式会社ナレッジコンスタント 代表取締役

満岡 秀一 一般社団法人 Open Embedded Software Foundation理事

渡辺 登 株式会社アフレル事業企画室 室長

大川 晃一 情報システム開発科 学科長

■教育課程の改定に関する説明に対する委員からの意見

・Javaを使った案件も多いが、業務系の案件にはMicrosoftの需要は高い。

そのため、C#やVisualBasicの案件も根強く残っている。

・エンタープライズ市場での案件の数を、あえて比較するのであれば、

VisualBasicよりもJavaの方が多いだろう。

・COBOLの案件はあまり見ないが、金融系ではまだまだ需要があるのでは。

■学校関係者評価委員会からの意見も反映させて、

28年度より予定通り教育課程の改定を行う。 16



Ⅲ．第三者評価への取組み

第８回 Device ２ Cloudコンテスト 優勝（2017年12月）
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文部科学省資料 内部質保証と第三者評価
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出典 平成29年 第三者評価フォーラム 文部科学省専修学校教育振興室 資料より



日本電子専門学校 学校評価のあゆみ

平成17年 東京都専修学校各種学校協会にて専門学校の

「自己点検・自己評価 推奨項目」作成に協力

平成18年 第三者評価の「モデル評価」 実施

平成19年 「第三者評価」 実施 「自己評価」毎年実施

・

平成24年 「第三者評価」 2回目実施

平成25年 「学校関係者評価」毎年実施

・

平成29年 「第三者評価」3回目実施
第三者評価 修了の証

私立専門学校等評価研究機構
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第三者評価結果の活用

• ホームページ、パンフレットな
どによる告知（PR）

• 募集イベント時の保護者、高
校教員、国内外の教育関係者
等に説明。

『日本電子は、第三者評価制度で、
日本で唯一 すべての基準を満たした
工業系専門学校です。』

平成20年当時
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高校教員の反応

平成２２年夏１都３県の高校教員（151名）を招いた研修会で行ったアンケート結果より

大変そう思う
49%そう思う

46%

どちらでもない
5%

大変そう思う

そう思う

どちらでもない

そう思わない

まったくそう思わない

第三者評価を受けることは、その学校の信頼に繋がると思いますか

大変そう思う
49%

そう思う
44%

どちらでもない
7%

大変そう思う

そう思う

どちらでもない

そう思わない

まったくそう思わない

専門学校も積極的に第三者評価を受けるべきだと思いますか

＜専門学校の第三者評価に対する高校教員の自由記述（抜粋）＞

• 専門学校は、広告が派手なところも多く、生徒はそれにつられるけれども、実際は学費が高
かったりと、いろいろ問題も多いようであるので、客観的な評価基準があると、生徒はもちろ
ん、保護者や教員にとってありがたいと思う。（埼玉県立 Ｙ教諭）

• 専門学校の第三者評価の認知度、実施度をさらにあげていただいて、専門学校選びの基準
になるようにしていただけると、進路指導の際に役立つと思われる。（神奈川県立Ｎ教諭）

• 専門学校を選ぶ一つの基準になろうかと思います。（千葉県立Ｆ教諭）

• 数多くの専門学校がある中で、高校の教員が生徒の進路指導をする際に、一つの目安とし
て考えることができるのかなと思います。（東京都立 Ｔ教諭）



第三者評価の流れ



自己評価報告書の作成



大項目 中項目

基準1

教育理念・
目的・育成
人材像等

1-1 理念・目的・育成人材像

基準2

学校運営

2-2 運営方針

2-3 事業計画

2-4 運営組織

2-5 人事・給与制度

2-6 意思決定システム

2-7 情報システム

基準3

教育活動

3-8 目標の設定

3-9 教育方法・評価等

3-10 成績評価・単位認定等

3-11 資格・免許の取得の指導体制

3-12 教員・教員組織

基準4

学修成果

4-13 就職率

4-14 資格・免許の取得率

4-15 卒業生の社会的評価

基準5

学生支援

5-16 就職等進路

5-17 中途退学への対応

5-18 学生相談

5-19 学生生活

5-20 保護者との連携

5-21 卒業生・社会人

大項目 中項目

基準6

教育環境

6-22 施設・設備等

6-23 学外実習・インターンシップ等

6-24 防災・安全管理

基準7

学生の募集と
受け入れ

7-25 学生募集活動

7-26 入学選考

7-27 学納金

基準8

財務

8-28 財務基盤

8-29 予算・収支計画

8-30 監査

8-31 財務情報の公開

基準9

法令等の
遵守

9-32 法令、設置基準等遵守

9-33 個人情報保護

9-34 学校評価

9-35 教育情報の公開

基準10

社会貢献
地域貢献

10-36 社会貢献・地域貢献

10-37 ボランティア活動

私立専門学校等評価機構
評価項目Ver.4.0

評価項目 ３７項目 私立専門学校等評価研究機構 「評価実務者研修」資料より



情報公開ページ
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第三者評価報告書

265年に１回更新

第三者評価に取組んでいる意義
・質保証の一環
・ステークホルダーからの信頼獲得
・募集広報的な活用



ご清聴、ありがとうございました。

ASIAGRAPH 2017 in Tokyo アニメ分野
最優秀賞、優秀賞等 受賞（2017年11月）


